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国家政府の権力 衰退ないし減少 強化ないし増進 再構築ないし再構成





































Global Transformations 収 載 の Table Ⅰ.1; Concepturalizing Globalization: three tendencies 
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ンドは，それぞれ対外政策を転換。1991 年 11 月にスウェーデンが，翌年 1 月



























































に 1990 年設立された前述の ISAC が運営実績を持っており，BEAC としても







る CIS 技術支援プログラム TACIS や，同じく EU の地域への援助政策の一環で
ある国境を越えた地域間協力促進プログラム INTERREG に資金を獲得して地
道な活動を展開してきました。また，1997 年からフィンランドが積極的に推進
した「ノーザン・ダイメンション（Northern Dimension）」が EU にも取り入れ
られており，BEAC は EU との関係を重要視していることも付言しておきます。















1996 年 9 月には自らのイニシアティブで老朽化したロシアの原子力船舶の対
応を目的とした北極軍事環境協力（AMECP）を主導。これには，アメリカも，
2003 年にはイギリスも参加。この結果，2002 年にはロシア核潜水艦・核燃料
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United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland）と呼ばれ（以下では，「英
国」の語を使う），イングランド，ウェールズ，スコットランド，北アイルラ
ンド（1）の 4 つの地域から構成されています。このうちのスコットランドがいま，
英国から独立しようとしています。具体的には，2014 年 9 月 18 日，スコット
ランドの英国からの独立の是非をスコットランドの市民に問う住民投票（レ
ファレンダム）が実施されることが決まっています。もし，住民投票の結果，






















たスコットランド議会の第 3 回議会議員選挙（2007 年 5 月）において，ス
コットランドの英国からの分離・独立を党是に掲げるスコットランド民族党
（Scottish National Party: SNP）が第 1 党になりました。ただし，この時点では，
SNP の議席は過半数に届かず，政権を担当しましたが少数単独政権でした。
























　第 2 は外交・国防面についてです。独立することによって EU 議会に送る議








は，2014 年 9 月に予定されている住民投票の行方はどうなるのでしょうか。
　（3）独立をめぐる住民投票の行方
　これまでに何度か世論調査が行われていますが，独立を支持する声はあまり
大きくありません。賛成 3 割，反対 5 割，分からない 2 割といった状況です。
この割合には，2012 年 1 月の頃から 2013 年 8 月実施の世論調査まで含めてあ
まり変化が見られません。SNP 政権が住民投票の時期を 2014 年 9 月に設定し
たのは，この年がかつてスコットランド王のロバート 1 世がイングランド軍に






















































住民投票を行う場合，まず有権者の 50 分の 1 以上の署名を集めて住民投票条
例の制定を請求しなければなりません。住民投票条例の制定を決定するのは地
方議会の権限です。市町村合併以外の案件で住民が直接請求した条例案 193 件








ルテーション）しました。2012 年 1 月～ 5 月の間に 2 万 6000 件の意見が寄せ















として英国（連合王国）に留まることになった。Bogdanor, V., Devolution in the 
United Kingdom （Oxford: Oxford University Press, 2001）, pp. 20-21.




　（ 3 ）　 イングランドとの合邦（連合王国の形成）後も，スコットランドには，宗教
（英国国教会とは異なるスコットランド教会の存続），教育（イングランドの大
学が 3 年制なのに対して，スコットランドの大学は 4 年制など），司法制度（裁
判制度ならびにスコットランド用の法律制定の必要性）などの自治が認められ





　（ 4 ）　 1999 年の分権改革は，スコットランドにおける 2 度目の試みの結果による実
現であった。実は，1979 年にも一度分権化の試みが行われたが，この時は住
民投票によって否決された。スコットランドの市民たちは，その後も分権を求
める地道な市民運動を展開し，ブレア労働党政権下で 1997 年に 2 度目の住民
投票を行い，この時は提案が認められ，99 年の分権改革の実現につながった。







も “Assembly” と呼ばれるウェールズの分権と大きく内容が異なる。Lynch, P., 
Scottish Government and Politics: An Introduction （Edinburgh: Edinburgh University 
Press, 2001）, pp. 13-16.
　（ 5 ）　 スコットランド政府はこれまでに何度か，スコットランドの独立をめぐる白
書などを公表してきた。その中で，小論の執筆時点（2013 年 12 月）において
最も体系的に英国からの独立後の国家（運営）ビジョンについて示したのは，
The Scottish Government, Scotland’s Future: Your Guide to An Independent Scotland, 
November 2013 であり，全 650 頁から成る大著である。
（石見　豊）
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